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　初冬の候、株主の皆様には、ますますご清祥のこととお慶び申し上

げます。�

　さて、当上半期のわが国経済は、景気の底入れ宣言が政府より発表

されましたが、企業の倒産は後を絶たず、失業率も高水準で推移いた

しました。また、国会議員と企業の不祥事が国民の政治不信、企業不

信となり、景気の回復に水をさした状況となりました。期待された金融機

関の不良債権処理も遅れており、米国経済の不透明感と相俟って株

価は低水準で推移しております。依然として景気は停滞しており、回復

に向けて動き出していない状態にあると思われます。�

　特に住宅業界は、住宅購入者の買い控えにより、新設住宅着工戸

数が年々減少し、当上半期は前年同期比２．２％の減少となり、厳しい

状況が続いております。�

　当社といたしましては、この状況を認識し、企業収益確保に向け経営

者を始め全社員一丸となり全力を傾注しております。具体的には、営業

力の強化を図るため、営業部門の組織を再編いたしました。また、リフォー

ム事業に積極的に参入するため、５月に南海リフォームセンターを開設し

ております。さらに、お得意様のご要望に応じた製品の加工・セット化梱

包をしておりました部署を事業の再構築により４月１日付で南海システム

作業株式会社として分離独立させ子会社といたしました。そのほか、品

質システムＩＳＯ９０００シリーズの規格改訂により、１９９４年版より２０００年

版への移行を求められておりましたが、移行審査を７月に受審し、いち早

く、品質マネジメントシステムＩＳＯ９００１：２０００の認証（審査登録）を受け

ております。なお、当中間期におきまして、前期に稼働停止しました郷東

工場の生産設備処分に伴う特別損失の計上を余儀なくされ、当中間純

利益は赤字となり、会社始まって以来の厳しい状況に直面しております。

このような厳しい経営環境下ではありますが、会社の対処すべき課題を

着実に実施・改善することにより顧客満足度を高め、利益の出せる強い

会社を目指し日々努力していく所存であります。�

　株主の皆様におかれましては、何卒ご支援ご

鞭撻を賜わりますようお願い申しあげます。�

平成14年12月�

自然と生活空間の調和

―――快適Life
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■売上高の推移�

■経常利益の推移�

単独�連結�

単独�連結�
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経営の基本方針�

中長期的な会社の経営戦略�
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　当社は、「経営ならびに製品の独自性と安定成長」を基

本理念に、変化する外部環境に対して柔軟に対応できる経

営体制のもと、メーカーの使命である製品の安定供給を続

けていきます。そのために、原材料仕入先である東南アジア

に重点をおき、現地の子会社ならびに協力工場に対して技

術的援助を行い、相互協力のもとに長期的な友好関係を築

き、質・量・価格面での安定的な調達を実現していきます。ま

た、市場ニーズを先取りし固有の木材加工技術を駆使した

オリジナル製品の開発により、顧客満足度の高い住宅内装

材メーカーを目指しております。�

　当社製品の販売に大きく影響をおよぼす新設住宅着工

戸数は、近い将来年間100万戸を割る着工戸数となること

が予想されております。しかしながら一方では、住宅のリフォー

ム事業が今後新たな市場として期待されており、当社も積

極的に参入する予定であります。このような状況をふまえて

当社は、資材の調達、製品の開発、販売先の開拓を進めて

いく所存であります。今後ますます激化する企業間競争を

想定し、更なる製品のコストダウンを図るため、東南アジアの

子会社ならびに協力工場に対して技術指導をおこない、資

材の供給に加えて、製品の生産も国内工場と同レベルで加

工して日本に輸入できるよう生産体制の整備を行なってい

きます。また、国内工場においても生産効率と品質の安定を

追求し、安心して使用できる住宅内装材として顧客満足度

の高い製品を供給することにより、シェアの拡大ならびに収

益の確保を目指していく方針であります。�

　なお、利益配当につきましては、長期的な視野に立ち、将

来の事業展開と財務体質の強化を考慮し、内部留保とのバ

ランスを考えて安定的な配当を行うことを基本としております。�
－19
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当中間期の概況�

　当中間期の業績�

　国内景気は、長期にわたる経済低迷状態を抜け出せず、企
業の倒産、リストラやデフレの進行により厳しさを増していく雇用・
所得環境を背景として、消費者心理は冷え込んだままの状況に
ありました。こうしたなかで、当中間期の新設住宅着工戸数は、
住宅購入者の買い控えから貸家は順調に推移しましたが、持ち
家・分譲住宅ともに減少した結果となり、前年同期に比べ２．２％
減の５９７千戸となりました。�
　このような状況のもと、当社の連結業績は、木材関連事業、
電線関連事業等ともに過去にない苦戦を強いられ、売上高は、
６，４８２百万円と前年同期比１３．６％の減少となりました。�
　また、利益面では、棚卸資産の在庫削減と生産体制の改善
を行い、できる限りの原価低減に努めましたが売上総利益は減
少しました。その結果、６４百万円の営業損失となりました。�
　一方、営業外収支は、賃貸ビルの増加（南海常磐ビル）と満
室確保の努力が実り、賃貸収入が順調に寄与し、為替変動に
よる為替差損を計上しましたが、４５百万円のプラスとなりました。
この結果、経常損失は、１９百万円となりました。また、前期に稼
働停止しました郷東工場の生産ライン処分に伴う固定資産売
却損１４０百万円、固定資産除却損３３百万円の計上ならびに
生産設備等のうち今後発生が見込まれる損失、当期処分予定
の機械設備等の引当金１８６百万円を工場稼働停止損失引当
金繰入損として前もってその他の特別損失に計上したことにより、
中間純損失は、２７０百万円と不本意な結果になりました。�

　財政状態について�

　財政状態につきましては、売上の減少による受取手形及び
売掛金の減少ならびに支払手形及び買掛金の減少のほか、前
期より実施継続しております在庫削減による棚卸資産の減少
により借入金は減少しております。�

　事業の種類別セグメントの業績�

●木材関連事業�

　新設住宅着工戸数が落ち込むなか、流通業者の在庫削減と

■セグメント別の連結売上高構成�

■連結売上高の推移�
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注）上記の連結売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を消去した後の�
　　金額にて表示しています。�
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重要視している経営指標�

通期の見通し�
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建材メーカー間の販売競争激化により、一段と厳しい状況となり
ました。このような状況下、営業体制の再編を行い、新たな得意
先の開拓をはじめ、住宅のリフォーム市場をターゲットにしたリフォー
ム製品の拡販などに努めましたが、当社製品の販売に大きく影響
をおよぼす持ち家、分譲住宅の一戸建住宅の減少により、前年
同期の売上高を維持することはできませんでした。製品分類別に
見てみますと、天井材、収納材は、戸建住宅の減少に加え住宅
の低価格化による和室の減少が和室天井ならびに押入収納製
品の減少要因となり、それぞれ１４.４％と１２．０％の売上減となりま
した。また、順調に売上を伸ばしておりました床材も、大手住宅会
社の戸建住宅建設削減により１８．１％の売上減少となっております。�

　利益面では、徹底した生産効率の追求、製造原価の低減に
努めましたが、売上減少に伴う配送効率の悪化が運賃等の販
売費及び一般管理費を低減できず、当セグメントの業績は、売
上高６，３２８百万円（前年同期比９．６％減）、営業損失４３百万
円（前年同期営業利益２１百万円）となりました。�

●電線関連事業等�

　公共建設物件の減少に加え、個人消費の低迷を反映し民間
建設投資も依然として少ない状況のなか、価格競争の激化を
助長し、大変厳しい経営環境に終始いたしました。このような状
況により、当セグメントの業績は売上高８０５百万円（前年同期
比２０．０％減）、営業損失１５百万円（前年同期営業損失８百万円）
という結果に終わりました。�

■新設住宅着工一戸当たりの木材関連事業の売上高推移�

（単位：円）�
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注）売上高は、外部顧客に対する売上高であります。�

  わが国経済は、金融機関の不良債権処理の遅れと米国経済
の失速懸念により、株価は低迷しており、政府による本格的な
不良債権処理とデフレ対策に期待しますが、当面厳しい経営環
境が続いていくと予想されます。�
�  このような状況のなか、木材関連事業では、新たな販路開拓
と住宅のリフォーム市場へのリフォーム製品拡販を継続するとと
もに、より一層の資材コストおよび製品の製造コストの低減と生
産性向上に努め、この厳しい経済状況を乗り切りたいと考えて
おります。また、電線関連事業等においても、社内体制の整備

改善により収益の計上できる企業体質作りを推進していきます。
通期では、連結売上高１３，５５０百万円（前期比８．８％減）、営業
利益１２０百万円（同４２．３％減）、経常利益２６５百万円（同１８．５
％減）、当期純損失７５百万円（前期純利益１０６百万円）になる
ものと予想しております。�

50期中（14.9）�
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　当社は、住宅着工戸数の変動に業績が大きく左右される傾
向にあるため、住宅着工戸数の低迷下においても、外部環境に
左右されず安定的な収益が確保できるようシェアの拡大を目指
しており、住宅着工一戸当たりの販売金額増加を経営上のひ
とつの指標としています。�
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N A N K A I P L Y W O O D

2000年版　認証取得（審査登録）�
ISO9001

品質マネジメントシステム�

温水床暖房仕上げ材一体型�
「ゆここち」を開発�

床材新商品のご紹介�

　弊社が開発した初の温水床暖房システム「温水床暖房仕上げ材一体型 ゆここち」が、9月

より全国販売を開始しました。�

　床暖房からの伝導熱と輻射熱によって室内を暖めるため、アレルギー等の原因であるダニ・

ホコリを発生させず、足下はもちろん、室内全体までおだやかなぬくもりで包まれます。さらに暖

房パネルには、シックハウス症候群の原因となるホルムアルデヒドの放散を抑えた低ホルムアル

デヒドFco複合一種フローリングを使用しており、健康に配慮したクリーンな暖房システムです。�

　全 9種類ある厚さ12mmの暖房パネルの組み合わ

せにより、リビングから子供部屋まで、お部屋に合わせ

た柔軟なプランニングが可能です。�
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TOPICS

N E W S R E L E A S E ! !

リフォーム事業にも参入�

■住　　所 香川県高松市常磐町２丁目１３－４�

■TEL/FAX ０８７－８３７－２２０５�

■営 業 日 年中無休�

■営業時間 １０：００～１９：００�

　当社は、平成１４年５月高松市内に「南海リフォームセンター」

を開設しました。お客様のより良い暮らしを応援するため、住ま

いのリフォームについて無料で相談に応じ、お客様が安心してご

来場頂けるように十分に配慮いたしております。リフォームにお

ける工事前の調査、企画・設計、施工、メンテナンスに至るまで

の全てをトータルプランニングして、住む人の立場にたった、ご

満足のいただける提案を行なっています。�

　是非一度、ご来場ください。�



【資産の部】� 【負債の部】�

【少数株主持分】�

（単位：千円）�

当中間連結会計年度�
（平成１４年９月３０日現在）�

前連結会計年度�
（平成１４年３月３１日現在）�

期別�
科目�

当中間連結会計年度�
（平成１４年９月３０日現在）�

前連結会計年度�
（平成１４年３月３１日現在）�

期別�
科目�

流動負債�

支払手形及び買掛金�
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
未 払 法 人 税 等 �
未 払 消 費 税 等 �
賞 与 引 当 金 �
繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 �
その他の流動負債�

固定負債�

長 期 借 入 金 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
その他の固定負債�
負債合計�

４，９４０，４６１�

１，５５９，９８２�
１，１４９，１７５�
３４１，３２８�
４，０８６�

１２７，４４１�
７７，００８�

１，５８６，４６３�
９４，９７５�
７８８，４０９�
７４，３７５�
３１１，９２９�
８７，４７０�
３１４，６３５�
５，７２８，８７１�

３，３７５，７０９�

１，４４６，００３�
８３７，７００�
３０５，１７０�
２３，０３４�
４２，９１９�
１２３，７１５�
３４６，２４３�
２５０，９２１�
６６７，５７３�
６５，５２５�
２９１，４５４�
８７，４７０�
２２３，１２４�
４，０４３，２８３�

少数株主持分� １４，４１２�

【資本の部】�

資本金�

資本準備金�

連結剰余金�

その他有価証券評価差額金�

為替換算調整勘定�

自己株式�

資本合計�

負債、少数株主持分及び資本合計�

２，１２１，０００�

１，８６５，９２０�

１１，７７８，８５９�

１２９，９６１�

２２，７３２�

△１，００３�
１５，９１７，４６９�

２１，６６０，７５３�

１０，２７４�

２，１２１，０００�

１，８６５，９２０�

１１，３７２，６６３�

１３０，２０７�

△９１，４１５�
△２，６４３�

１５，３９５，７３１�

１９，４４９，２８９�

連結財務諸表�

連結貸借対照表�

7

流動資産�

現 金 及 び 預 金 �

受取手形及び売掛金�

棚 卸 資 産 �

デリバティブ債権�

その他の流動資産�

貸 倒 引 当 金 �

固定資産�

有形固定資産�

建 物 及 び 構 築 物 �

機械装置及び運搬具�

工 具 器 具 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無形固定資産�

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

長 期 貸 付 金 �

そ の 他 の 投 資 �

貸 倒 引 当 金 �

資産合計�

８，１６７，４１６�

９１６，９４５�

３，２１６，９１６�

２，３１１，９０３�

１，５３０，１７４�

１９８，２７２�

△６，７９６�

１３，４９３，３３６�

１０，７７０，９８２�

３，１３３，７７１�

２，６８３，４０２�

１２３，２８３�

４，７８３，４３１�

４７，０９２�

３８９，２２０�

２，３３３，１３３�

６４１，４０１�

２２，８７４�

１，７２１，７８６�

△５２，９２９�

２１，６６０，７５３�

６，４８１，５１９�

１，１２８，８３９�

２，６７５，７８７�

１，８９２，１１６�

３４６，２４３�

４４４，０８１�

△５，５４８�

１２，９６７，７６９�

１０，１５２，８６９�

２，９９８，６２９�

２，１８９，７５７�

１３７，１６９�

４，７６４，６０５�

６２，７０７�

３３７，５０９�

２，４７７，３９１�

７１５，５７６�

１７，１６０�

１，７９７，０５８�

△５２，４０４�

１９，４４９，２８９�



（単位：千円）� （単位：千円）�

期別�
科目�

売 上 高 �

売 上 原 価 �
売 上 総 利 益 �

販売費及び一般管理費�
営業利益（△損失）�

営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用 �
経常利益（△損失）�

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

税金等調整前中間純利益（△損失）�
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
少 数 株 主 損 失 �
中間純利益（△損失）�

７，５０１，９６０�

５，６０６，９４２�
１，８９５，０１８�
１，８８６，４９０�
８，５２７�
９２，０１９�
５２，１４４�
４８，４０２�
２２，３３４�
９３４�

６９，８０２�
１２，２０８�
３１，２０１�
１，５３３�
２７，９２６�

６，４８２，７４３�

４，７２２，４８４�
１，７６０，２５９�
１，８２５，０９６�

△６４，８３７�
８３，１０５�
３８，０４９�

△１９，７８２�
４，１３１�

３７３，０７９�

△３８８，７３０�
２２，９２１�

△１３４，７８１�
６，４８４�

△２７０，３８４�

当中間連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１４年９月３０日まで�

前中間連結会計年度�
平成１３年４月１日から�
平成１３年９月３０日まで�

連結損益計算書�

（単位：千円）�連結剰余金計算書�

連結キャッシュ・フロー計算書�
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当中間連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１４年９月３０日まで�

前連結会計年度�
平成１３年４月１日から�
平成１４年３月３１日まで�

期別�
科目�

連結剰余金期首残高�

連結剰余金減少高�

配 当 金 �

役 員 賞 与 �

中間（当期）純利益（△損失）�
連結剰余金中間期末（期末）残高�

１１，８０９，７７３�

１３７，８４２�

１２１，１４２�

１６，７００�

１０６，９２８�

１１，７７８，８５９�

１１，７７８，８５９�

１３５，８１０�

１２１，１１０�

１４，７００�

２７０，３８４�

１１，３７２，６６３�

期別�
科目�

�

６９，８０２�
５１９，２７３�

－�

△２１，９６９�
２３，４５２�
２８，３６３�

－�
－�

５１０，１３９�
３２５，４４０�

△４００，６８８�
△１６，７００�
△１１，９８８�
△５４１，５００�
４８３，６２４�
２１，９１１�

△２９，７５２�
△３，６２８�
４７２，１５５�

�

△３，６０１�
６，０００�

△８３，３３６�
△７３８，３３５�
△６９，７９１�
１５，８４０�

－�
７６０�

△８７２，４６３�
�

△７０，０００�
△２６８，８５０�

△３０�
△１２１，１４２�
△４６０，０２３�
３５，２７５�

△８２５，０５４�
１，４８０，５３５�

６５５，４８０�

�

△３８８，７３０�
４０７，６８９�
１８６，１１３�

△９，６５１�
８，０１５�
２１，６２２�
１４０，８７５�
６，６８５�

５４５，２５３�
４１９，７８７�

△１１３，９７８�
△１４，７００�

－�

△４５９，１４８�
７０６，５８９�
９，７２８�

△８，０５２�
△３，９７２�
７０４，２９３�

�

△３，６００�
６，０００�
－�

△９９，０１４�
△４，１５０�
３，６４９�
４９，９１８�

△２，２３５�
△４９，４３３�

�

△３１０，０００�
△１０，３２５�
△１，６４０�

△１２１，１１０�
△４４３，０７５�
２，５１０�

２１４，２９４�

９１０，９４５�

１，１２５，２３９�

当中間連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１４年９月３０日まで�

前中間連結会計年度�
平成１３年４月１日から�
平成１３年９月３０日まで�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

税金等調整前中間純利益�
減 価 償 却 費 �
工場稼働停止損失引当金の増加額�
受取利息及び受取配当金�
支 払 利 息 �
為 替 差 損 �
有形固定資産売却損�
投資有価証券評価損�
売上債権の増（△）減額�
棚卸資産の増（△）減額�
仕入債務の増減（△）額�
役 員 賞 与 の 支 払 額 �
差入保証金の増加額�
そ の 他 �
小 計 �
利息及び配当金の受取額�
利 息 の 支 払 額 �
法 人 税 等 の 支 払 額 �
営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

定期預金の預入による支出�
定期預金の払戻しによる収入�
投資有価証券の取得による支出�
有形固定資産の取得による支出�
無形固定資産の取得による支出�
長期貸付金の回収による収入�
有形固定資産の売却による収入�
そ の 他 �
投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

短期借入金増減（△）額�
長期借入金の返済による支出�
自 己 株 式 の 減 少 額 �
配 当 金 の 支 払 額 �
財務活動によるキャッシュ・フロー�

現金及び現金同等物に係る換算差額�

現金及び現金同等物の増減（△）額�
現金及び現金同等物期首残高�

現金及び現金同等物中間期末残高�



（単位：百万円）�
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【資産の部】� 【負債の部】�

【資本の部】�

（単位：百万円）�損益計算書の要旨�

科目�

流動資産�

現 金 ・ 預 金 �
受取手形・売掛金�
棚 卸 資 産 �
そ の 他 �

固定資産�

有形固定資産�

建 物 �
機 械 装 置 �
土 地 ・ そ の 他 �

無形固定資産�

投資等�

投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
そ の 他 �
資産合計�

７，０２１�

４９７�
２，１３３�
２，０３３�
２，３５５�
１３，５２１�

９，４４６�

２，７３３�
２，２２６�
４，４８６�
２７５�

３，７９９�

６７４�
１，６２９�
１，４９５�
２０，５４２�

５，６６８�

７２７�
１，９４７�
１，７１４�
１，２７８�
１３，２２５�

８，９４９�

２，６３５�
１，８５３�
４，４６０�
２３８�

４，０３７�

６０７�
１，６３３�
１，７９６�
１８，８９３�

当中間期�
（平成１４年９月３０日現在）�

前期�
（平成１４年３月３１日現在）�

期別�
科目�
流動負債�
支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
そ の 他 �

固定負債�
長 期 借 入 金 �
そ の 他 �
負債合計�

４，０７３�
５００�
２４５�
１，１３０�
３３１�
１，８６４�
６７９�
－�

６７９�
４，７５２�

２，８４８�
４０３�
５６２�
８２０�
３１９�
７４３�
５６９�
－�

５６９�
３，４１７�

当中間期�
（平成１４年９月３０日現在）�

前期�
（平成１４年３月３１日現在）�

期別�

科目�

営 業 収 益 �
営 業 費 用 �
営 業 利 益 �

営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用 �
経 常 利 益 �

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �
税引前中間利益（△損失）�

法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
中間利益（△損失）�

前 期 繰 越 利 益 �
中間未処分利益（△損失）�

期別� 当中間期�
平成１４年４月１日から�
平成１４年９月３０日まで�

前中間期�
平成１３年４月１日から�
平成１３年９月３０日まで�

【地域別分布状況】�

九　州�
７５単元�

０．７６％（１８名）�

中　国�
８３単元�

０．８４％（２７名）�

四　国�
７，７７７単元�

７９．０４％（３９８名）�

近　畿�
５３４単元�

５．４３％（１５０名）� 海　外�
４４９単元�

４．５６％（６名）�

中　部�
２１１単元�

２．１５％（９７名）�

関　東�
６９７単元�

７．０９％（１１８名）�

東　北�
１１単元�

０．１１％（８名）�

北海道�
２単元�

０．０２％（１名）�

資本金�
法定準備金�
剰余金�
［うち中間（当期）利益（△損失）］�
評価差額金�
自己株式�

資本合計�
負債・資本合計�

２，１２１�
１，９７１�
１１，５７２�
１５９�
１２６�
△１�

１５，７９０�
２０，５４２�

２，１２１�
１，９７１�
１１，２６１�
△１７５�
１２４�
△２�

１５，４７６�
１８，８９３�

６，５４１�
６，５３１�
１０�
８５�
４４�
５１�
２３�
０�
７３�
１０�
２８�
３４�
７２�
１０７�

５，６６８�
５，６３７�
３１�
９７�
５８�
７０�
０�

３７０�
△２９９�
２�

△１２５�
△１７５�
２６�

△１４８�

［　　］�［ ］�



（平成14年9月30日現在）�株式の状況�
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取 締 役 会 長 �

代表取締役社長�

代表取締役専務�

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取 締 役 �

�

丸 山 　 修 �
丸 山 　 徹 �
山 口 時 弘 �
嶋 内 幸 秀 �
根ケ山　敏�
河 田 豊 久 �
田 井 雅 士 �
植 田 幹 夫 �
�

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

立 花 俊 憲 �
横 田 幸 雄 �
小 紅 正 晴 �
濱 野 　 勝 �
武 政 俊 明 �
水 野 　 正 �
大 川 俊 徳 �
岩 部 達 雄 �

【総　数】�

【大株主】�

【所有単元数別】�
分布状況�

【所 有 者 別】�
分布状況�

（平成14年9月30日現在）�

（平成14年9月30日現在）�

区分� 従業員数� 前期末比増減� 平均年齢� 平均勤続年数�

男�

女�

合計�

１０．１年�

９．８年�

１０．０年�

３４．６歳�

３８．０歳�

３６．０歳�

４名増�

１名増�

５名増�

２０８名�

１３６名�

３４４名�

決 算 期 �

定時株主総会�

名義書換代理人�

名義書換取扱場所�

�

�

�

�

�

�

�

同 取 次 所 �

上場証券取引所�

�

公告掲載新聞�

3月31日�

6月下旬�

株式会社だいこう証券ビジネス�

〒541-8583�

大阪市中央区北浜二丁目4番6号�

株式会社だいこう証券ビジネス�

本社証券代行部�

電話　06（6233）4555�

株式関係手続用紙請求先�

　・電話　06（6233）4560�

　・インターネットホームページ　http://www.daiko-sb.co.jp�

株式会社だいこう証券ビジネス　各支社�

株式会社大阪証券取引所　市場第二部�

（証券コード　7887）�

日本経済新聞�

株主メモ�

従業員の状況�

役　員�

株主名� 所有株式数� 所有割合�
南 海 興 産 株 式 会 社 �

財団法人南海育英会�

株式会社百十四銀行�

�

丸 山 　 修 �

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 �

南海プライウッド従業員持株会�

北 中 照 夫 �

株式会社百十四ディーシーカード�

武 政 俊 明 �

３，０９３，０９０株�

１，５６１，５００　�

５０４，７９０　�

３７４，０００　�

３４４，３１５　�

２４３，１００　�

１５５，４５０　�

１３０，０００　�

１２８，７００　�

７９，４５０　�

３０．６４％�

１５．４７　�

５．００　�

３．７０　�

３．４１　�

２．４１　�

１．５４　�

１．２９　�

１．２７　�

０．７９　�

ボストンセーフデポズィット　ビーエスディーティー�
トリーティー　クライアンツ　オムニバス�

会社が発行する株式の総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０，０００，０００株�

発行済株式総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０，０９５，８００株�

株主総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９０８名（前期末比９名減）�

ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。�

１００単元以上�
６，５３２単元�
６６．３９％（９名）�

金融機関�
９１５単元�

９．３０％（７名）�

証券会社�
１４単元�

０．１４％（３名）�その他国内法人�
５，４２０単元�

５５．０９％（８１名）�
外国人等�
４４９単元�

４．５６％（６名）�

個人その他�
３，０４１単元�

３０．９１％（７２６名）�１０単元以上�
１，６６７単元�

１６．９４％（６３名）�

１単元以上�
１，６４０単元�

１６．６７％（７５１名）�



自然と生活空間の調和

―――快適Life


